





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10．Internal Control〔後掲資料 86 頁（11）（12）参照〕
事後点検型になりますと、例えば、ここは火事を 1回も出したことのない
ホテル。これはかつて 1回出したことのあるホテル。これは 2回出したこと
のあるホテルとなると、これが一番駄目で、2番目に駄目で、これが一番い
いということになってしまうんですね。そうでしょう。
つまり、本来リスク管理というのは、これから起こる出来事に対してどれ
だけの対応能力を持っているかを見なければいけないんですが、書類をちゃ
んとつくっているかどうかという事後点検になってしまいますと、ちゃんと
つくっているところというのと、リスクが管理できているところが分断され
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てしまう可能性があるんですね。その結果、正しくリスク管理ができている
ところに○が付かずに、悪いところが評価されるという状況が起こってしま
うということになるわけです。
ここを改革していくためには、コンプライアンスはリスク管理なんだとい
う、これが本来の定義ですけれども、この本来の定義に戻っていただくこと
が必要です。この理解はどこから来るかといいますと、このCOSOキューブ、
COSO リポートから来るんですが、コンプライアンスというのは、PDCA
を回してリスクを管理するものなんだということを理解していただくことが
必要なわけです。
もともとに書いてある、いわゆる Plan、Do、Check、Act といわれてい
るもので、出来事がどこから何が起こるのかというのを見て、そこにどれだ
けのリスクがあるのかを考えて、リスク対応策を決めて粛々とやってみる。
失敗してないか点検して、うまく行っていないところを改善するという
PDCAサイクルをここで回すことなんですよね。
これを回し続けていく中で、ここに書いてありますように、やろうと思っ
た戦略を実現したり、業務遂行を効率よくやったりとか、あるいは対外的な
発表をきちっと正確にすることができる。そしてコンプライアンスが実現す
る。
これが世界の標準型なので、リスク管理をやることなんですよね。事後点
検をしたり法律を勉強したりすることではないんですよ。目の前にこれから
起こる出来事に対してリスクを管理していく。
ですから簡単なんです。自分の会社が消費者問題を起こさないようにする
ためには、どういうところに落ち度があるのか、どこにリスクがあるのかを
分析して、それが起こらないようにするための対応策をみんなで考えて、こ
れをぐるぐる回していく。こういう活動をすればいいわけなんですが。
さらには、この COSOキューブは、金太郎あめのよう切っていただきま
すと、この横のところに前の部分が出てくるように出来上がっているわけで
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すが、事業組織全体、組織全体レベル、事業部門、何とか事業部、何とか事
業部ですね。それからビジネスユニットというのは、部、課、係、チームみ
たいなものですが、これをこうやって切っていっていただきますと、その時々
にこれが出てくるようにということを、これは期待しているわけです。
これを切っていったらどうなるかということを考えてみていただくと、こ
れは最後なんですが、こういう図になりますでしょう。PDCAと書いてあ
るんですけれど、これは事業の全体図ね。
会社全体で PDCAを回していると、事業部の中で PDCAが回って、その
中に部とか課とか係があって、そこでも回っていきますでしょう。こうやっ
て切れば、そうなりますよね。だんだん小さくなっていって、部とか課とか
係とかチームになっていって、そこで回っているというかたちですから。
イメージはこれですよね。私どもの同年代の方はコーヒーカップと呼んで
いると思いますけれども、若い方はアリスのティーパーティーと呼んでいる
みたいですが、こういう土台が回っていて、中にカップがあってぐるぐる回
る、あのイメージ。
会社の中に、こういうふうなかたちで、自分たちの現場の仕事の中の、ど
こに消費者問題があるのかを自分たちで考えて、これをやったら消費者にご
迷惑を掛けますよね、では、やめるにはどうしたらいいんですかというのが
現場レベルでこうやって回っていくような感じですね。これをみんなで渦を
巻くようにして会社全体が実現させていく仕組みとして動いていく。こうい
う会社づくりをすることが求められているコンプライアンスなわけです。
これが日本にはないんですよね。できていないわけです。だから、こうい
う会社になってくれというふうに問題提起をしていかなくてはいけません
し、経営者はこういう会社になろうと問題提起をしていかなくてはいけない。
それが、いわば市民の声と企業の経営者との間で呼応し合って、消費者に
信頼されてこそ企業が成長するんだという考え方とマッチしていく中で、長
期的利益を実現していくためのエンジンになっていかなければいけないと考
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えられるわけです。
こういうことをちょっと私自身の考えとして今日はお話をしましたが、正
解かどうかは分かりません。分かりませんが、一つのものの見方として最近
は、このようなかたちで企業経営と消費者問題を考えているんだということ
をお話しさせていただきまして、かなり超過しましたが、これで終わらせて
いただきたいと思います。どうもありがとうございました。
